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1．研究背景と問題意識
　給食の大量調理は，給食施設の食事方針に基づいて
作成された献立を，施設の調理条件，調理時間，季節，
食材，施設・設備 (調理方法，調理機器等 )，調理担
当者の人数などの条件のなかで調理し，衛生的かつ安
全で，おいしく，栄養豊富な給食を提供することを目
的に行われる．また，給食施設が安定した経営を維持
するためには生産工程の効率化が当然求められるし，
給食の品質・衛生管理・原価管理の普段の努力が重要
な課題になる．従って，大量調理では調理工程におけ
る食材・調理方法・調理機器などの要素と気候などを
考慮に入れ，優れた品質の給食を恒常的に生産するた
めの調理技術が必要になる．
　ここでいう品質とは①適合 (安全で安心な食品 )②
コスト (安心できる価格 )③一貫性 (常に安全で安心
な食品 )の３点をいう．食品の品質では衛生・安全が
重要な要素になるし健康に関わることからコストもそ
の概念に含まれる 1）．
　衛生・安全に関わる衛生管理業務は，伝統的には製
造する環境を衛生的にすれば安全な食品が製造できる
であろうとの考えのもと，製造施設や設備機器の衛生
確保に重点が置かれてきた．例えば従事者の手洗いの
徹底や厨房施設内の清潔保持及び清掃，まな板や包丁
といった器具類の洗浄消毒作業の遵守がその主なもの
であった．行政 (保健所 )からの指導も主に厨房内の
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調理機器や調理従事者の衛生管理業務の指導を行うに
留まっていた．給食の安全性確認は主に最終製品の抜
き取り検査「ファイナル・チェック方式」2）により行
われていた．しかし限られたサンプルによる検査では，
食中毒等の事故を起こす可能性を排除できない．事実，
食中毒の発生件数は例年相当数に上がっていた．
　平成８年７月に大阪府堺市で O-157食中毒事件 (学
校給食による学童の集団感染で患者数 7,996名，死者
3名が発生した )が起こった．安全・衛生の重要性を
認識した厚生省（現厚生労働省）は翌年の 1997年『大
量調理施設衛生管理マニュアル』3） を公表し，全国の
大量調理施設は半ば強制的にその遵守を要請された．
　これは HACCP手法 4) を取り入れ，次のようなプ
ロセス管理の考え方を実践するものであった．
  ①　原材料の受入れ及び下処理段階で管理 (鮮度・
　　温度・異物混入などの確認作業 )を徹底する
  ②　加熱調理食品は，中心部まで十分加熱し (75℃
　　以上で 1分間以上 )，食中毒菌等を死滅させる
  ③　加熱調理後の食品及び非加熱調理食品を適温で
　　保管して二次汚染の防止を徹底する
  ④　食中毒菌が付着した場合の菌の増殖を防ぐため、
　　原材料及び調理後の食品の温度管理を徹底する
　現場の調理及び衛生管理業務を通して衛生・安全を
保証するという発想である．
　これにより，搬入・検収，食材一次保管，下処理，
食材二次保管，調理，盛付，配送の各工程毎に衛生管
理に関わる基準，監視方法，記録方法などが定められ，
それが従来業務に優先される重要業務とされた．
　例えば，搬入・検収 (注文した食材の点検作業 )で
は鮮度・品温・期限表示・包装等の確認とその確認結
果の記録，食材保管では冷蔵庫・冷凍庫の温度の確認
と記録，調理では調理食材の中心温度の測定と記録，
等々で現場の追加業務は多岐に亘り，現場従事者には
肉体的にも精神的にも相当の負担増になった．
　世論の沸騰と政府の半ば強制的な指導，ジャーナリ
ズムの報道による経営被害などに直面した給食施設は
厚生省のマニュアルをひたすら墨守せざるを得ない状
況に陥った．現場を知る者にとってはまさしく異様な
光景であった．
　この時期はいわゆるバブルが弾けて「失われた 10
年」が始まった時期に重なり，外食産業も不況の影響
を強く受ける事になった．さらに少子高齢化や健康志
向という食の消費現場における大きな変化と長期化す
るデフレの中で，200円台の牛丼やコンビニ弁当の低
価格化に象徴される競争激化が起こっている．
　中小工場が多い給食産業が競争力を向上させ経営を
維持していくためには業務の効率化や改善が必要な転
換期に来ている．
　しかしながら O-157事件を契機とする新たな衛生
管理業務の導入及び中小企業特有の人材不足が業務の
改善や効率化を困難にしていた．
　中小給食施設は，仕入れ担当・製造担当・給食配送
担当がぎりぎりの人員で必要な給食業務をこなしてい
るのが現状で業務の効率化と改善を行う余力を持ちえ
ていないのが実情である 5）．筆者は給食施設の衛生管
理業務に長年携わり，現在は大学に籍を置いているが，
給食事業における衛生管理業務に焦点を合わせ，その
効率化と改善に取り組んできている．
2.　研究目的と研究方法
　中小給食施設は衛生管理業務の効率化と改善が一般
的に見て必要とされていたが全く手つかずの状態だっ
た．前稿では，衛生管理業務に関わる間接費 6） に対
して ABCを適用し，その効率化が重要である事を指
摘した．衛生管理関連原価は，以下のような ABCの
手続き 7),8),9)を適用することにより，的確な認識が可
能になる．
　①　経済的資源 (衛生管理工賃・衛生管理機器維持
　　費用等 )の消費によって発生する原価を，資源を
　　消費した活動へ，資源ドライバー (作業時間等 )
　　にもとづいて跡付け
　②　次いで活動によって発生した原価を，その活動
　　によって生み出された原価計算対象へ，活動ドラ
　　イバ (衛生管理段取り回数等 )にもとづいて割り
　　当てる
　前稿と本稿で取り上げている A社では，衛生管理
関連原価として分類された間接費の合計は総原価のお
よそ 37％を超えていた．また，直接材料費は 44.5％
程度であった．
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　この 37%の衛生管理関連原価は，ABCを ABMと
して拡張適用することにより，業務の効率化が可能で
ある．残された課題は総原価の 44.5%を占める直接
材料費に含まれる衛生管理関連費用の明確化と効率化
である．
　前稿の研究目的と本稿の研究目的を統一的に説明す
るために次のような原価要素の分類表 (表 1)を作成
した（10）,11）は異なった観点から同様の分類を試みて
いる）．
  工場製造部と工場事務部を持つ給食工場の総原価
は，このような『衛生管理関連原価』と『非衛生管理
関連原価』への概念的分類が可能である．
　なお工場製造部では直接労務費が発生しているが，
その認識計上は困難であるので全額間接労務費に分類
している．間接材料費，間接労務費，間接経費からな
る衛生管理関連原価は，中小給食工場では，認識計上
されてきていない．ここに，ABCを適用する意味が
認められる．
　献立の立案に当たっては，食材料費と嗜好・栄養価
等々の組み合わせが考慮され，調理方法，使用する調
理機器や季節などの食材に応じた選択がなされる．ま
たその組合せの判断では衛生管理に関する配慮が非常
に重要になる．従ってこの献立立案の中に衛生管理活
動が重要な要因として含まれている．すなわちこの直
接材料費を分析することで衛生管理業務に関わる費用
を明確化し効率化が図れると期待される．
　上述したように衛生管理では食材と季節それに応じ
た調理方法，調理機器の選択が結びついているのでこ
れらの要因間には多変量の関係がある．それ故，多変
量解析手法の中でも重回帰分析の適用が考えられる．
尚，被説明変数としては食材，調理方法，調理機器な
どの影響を受け，業務効率性の指標である主菜単価を
採用する．
3.　結果と分析
　分析対象は，著者が衛生管理担当者として入手可
能であった給食工場 A社の献立データ (2007/3/16～
2008/3/1の 1年間 )である．A社は 1日約 8,000食の
工場給食 (昼食 )や 1日約 400食の寮給食 (夕食 )を
集中加工して提供している大量調理施設であるが，そ
のうち，工場給食 (昼食 )の献立データを取り上げる
（表 2）．季節別の給食概要は表 2のようである．
　分析対象としたM社の献立データ（1年分，220万
8千食）の概要は表 3のようである．季節ごとに主菜
食材と調理方法が相当程度変動していることが分か
る．
　このM社の給食献立の内，給食頻度が高い人気主
菜は，表 4のようである．献立，食材に応じて，調理
方法と調理機器が異なっていることが分かる．
　ここで，M社の献立は，用いる食材が魚・鶏肉・豚肉・
牛肉・卵・野菜，の 6種，調理方法が，煮る・焼く・
揚げる・蒸す・炒める，の 5種，調理機器が，スチーム・
コンベクションオーブン（以下，「スチコン」と記す．）・
フライヤー・回転釜・蒸し器，の 4種である（表 5）．
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表 4　主菜献立ベストファイブ
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　食材によって，調理方法は異なり，調理機器も異な
る．M社が採用している食材 6種ごとの調理方法と
調理機器の組み合わせは次のようである．食材によっ
て，調理方法と調理機器の組み合わせが調整されてい
る．品質（衛生管理）向上への配慮の反映である．
※魚・鶏肉は，炒めるの調理方法が無い
※スチコンは，2つの調理方法（焼く，蒸す）が可能である
 
※牛肉は蒸すの調理方法が無い
※回転釜は，2つの調理方法（煮る，炒める）が可能である
 
※豚肉は全ての調理方法が可能である
※スチコン（焼く，蒸す）と回転釜（煮る，炒める）は，
　それぞれ 2つの調理方法が可能である
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表 5
 
※卵は焼くと炒めるの調理方法が無い
※回転釜（煮る，蒸す）が 2つの調理が可能である
 
※野菜には大豆製品も含まれる
※野菜は焼くの調理方法が無い
※回転釜（煮る，蒸す）が 2つの調理が可能である
 
　まず表 3に概要を示した 1年間の献立データから，
主菜単価 (原価 )，食材，調理方法，調理機器，季節，
の 5変量を抽出し，分析対象献立データとした (表 6)．
　このデータに対し，複数の説明変数を用いて 1つの
従属変数を予測・説明するための分析方法である重回
帰分析を適用した 12）．
　まず，（1）式のように，主菜単価を，食材，調理方
法，調理機器，季節の 4変数を用いて回帰した．
　Ｙ＝ a0+a1X1+b1D1+b2D2+b3D3　　　　　　　（1）
　　　　Y:主菜単価
　　　　X1：食材
　　　　D1：調理方法
　　　　D2：調理機器
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　　　　D3：季節
　回帰の結果の R2値は，0.096で，これらの説明変
数での説明力は十分ではなかった．
　次に，（2）式のように，食材別の主菜単価を，調理
方法，調理機器，季節の 3変数で回帰した．
　Ｙ i＝ a0+b1 D1+b2 D2+b3D3     　　　  （2）
　　ｉ：食材（1：牛肉，2：豚肉，3：卵，4：魚，5：鶏肉，
　　　　　　　　6：野菜大豆製品）
　その結果の R2値は以下表 7のようであった．
　卵はあてはまりが良く，魚，鶏肉，野菜は良くなかっ
た．
　次にあてはまりが良かった牛肉，豚肉，卵について
は (3)(4)式のように調理方法，機器，季節，のそれぞ
れ及びペアを説明変数として回帰分析を行った．
　Yi＝ a0+bjDj               　　　　　　    （3）
　j：調理方法，機器，季節（1：調理方法，2：機器，3：季節）
　Yi＝ a0+bjDj+bkDk             　　　　　 (4）
　j：調理方法，機器，季節（1：調理方法，2：機器）
　k：調理方法，機器，季節（2：機器，3：季節）
　j≠ k
　結果は牛肉では調理方法と機器の両方が利いている
事が分かった．また，豚肉も同様の結果が得られた．
卵については調理方法が 0.497と圧倒的に効いている
事が分かった．
　一方，魚，鶏肉，野菜は R2値が低い．魚と野菜の
食材費はランダムな要因で変動することが多いこと，
卵料理ではこれら以外の要因が作用していること，な
どが原因として考えられる．
　これらのことから，牛肉，豚肉，卵を使う給食は，
調理方法ないし調理機器の選択により，相当の主菜単
価の削減が可能であることが分かる．また，魚，鶏肉，
野菜の給食は，別の要因で主菜単価が変動している．
　この結果を十分吟味した上効率的に活用すれば，衛
生管理の質を損なう事なく，あるいはその改善を図り
つつ，価格競争力に優れた献立モデルを提案出来る．
これは，衛生管理業務の品質改善と経営競争力の向上
につながる，有力な経営手段となりうるであろう．
　そこでより現実的な献立の組み合わせとして考えた
場合，例えば秋の１カ月平均提供日数 23食の内，仮
に栄養価と嗜好を考慮し，各調理方法との組み合わせ
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表 9（豚肉）
表 10　（卵）
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表 11　牛肉（秋）の調理方法変化における平均原価の変動
揚げ物の提供日数をシュミレーションした場合の差額　①－②＝ 506,600円 /月
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の中で増やす (例えば，単価が高い，焼き物を 1.5日，
煮物と炒め物を 0.5日，蒸し物を 1.5日減らし，単価
が安い揚げ物を，減らした日数の 4日増やした場合 )
と平均単価は下記だけ変動する（表 11）．
4.　まとめ
　本研究は衛生管理業務の効率化及び改善を目的とし
ており，今後の給食施設経営の競争力向上に不可欠な
重要性を持つことを指摘した．前稿では ABCを適用
して間接費の管理方法について検討し，本稿では残さ
れた課題であった，総原価の 44.5%を占める直接材
料費を取り上げ，それを巡る業務の効率化の方向を示
した．
　得られた結果によれば，食材によって調理方法と調
理機器の選択が原価に大きな影響を及ぼすことが確認
された．また，それに基づくシュミレーションによっ
て月間 50数万の原価の節約が期待できることが確認
された．
　すなわち少ない in put(コスト：時間・資源・労働 )
で出来るだけ大きくかつ高品質な out put(衛生リスク
のコントロール )を生み出す事が可能になる．それは
ひいては企業競争力の向上となって結実するであろう
ことは疑いを入れない．
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和文要約
　本研究は衛生管理業務の効率化及び改善を通して経
営リスクの低減を目的としており、今後の給食施設経
営の競争力向上に不可欠な重要性を持つことを指摘し
た。前稿では ABCを適用して間接費の管理方法につ
いて検討しその経営に及ぼす重要性を指摘した。本稿
では、残された課題であった、総原価の 44.5%を占
める直接材料費を取り上げ、調理の衛生管理を考慮に
入れたうえでの直接材料費の原価管理の有効性につい
て検討した。　
　得られた結果によれば、食材によって調理方法と調
理機器の選択が原価に大きな影響を及ぼすことが確認
された。また、それに基づく献立の見直しを原価管理
のシュミレーションによって検討したところ、3ヶ月
で 250万円の原価節約が期待できることが示された。
　このような衛生管理業務の効率化と品質改善に取り
組むことにより、原価低減が可能になり、延いては種々
の経営リスク（食品リサイクルや流通など）を低減し、
かつ喫食者の関心を集めている「安全」や「安心」の
イメージと結びつく事により企業競争力の向上となっ
て結実するであろうことは疑いを入れない。今後の給
食施設経営にとって、重要な検討課題であろう。
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